
機密性３情報

タクシーの営業区域外旅客運送とは

通常

＜営業区域内＞

＜営業区域外＞

・原則、営業所がある地域に営業区域は限定されています。
・乗車地と降車地のどちらもが営業区域外にある運送はできません。

今回の取組

＜営業区域内＞

＜営業区域外＞

大阪市域交通圏のタクシーが不足した場合に、他の営業区域から応援に
行くことが可能になる。
そのほか、たとえば泉州交通圏のタクシー事業者が、関西国際空港から
北摂交通圏（高槻市）に旅客を運送した後で、そのまま他の旅客を大阪
市（大阪市域交通圏）へ運送することなどが可能となり、より効率的に
車両を活用することができる。
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参照条文（営業区域外旅客運送）

○道路運送法
（禁止行為）
第二十条
一般旅客自動車運送事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送（路線を定めて
行うものを除く。第二号において「営業区域外旅客運送」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる
場合は、この限りでない。

一 災害の場合その他緊急を要するとき。
二 地域の旅客輸送需要に応じた運送サービスの提供を確保することが困難な場合として国土交通省令
で定める場合において、地方公共団体、一般旅客自動車運送事業者、住民その他の国土交通省令で定め
る関係者間において当該地域における旅客輸送を確保するため営業区域外旅客運送が必要であることに
ついて協議が調つた場合であつて、輸送の安全又は旅客の利便の確保に支障を及ぼすおそれがないと国
土交通大臣が認めるとき。

○道路運送法施行規則
（営業区域外旅客運送の禁止の特例）
第十八条の二
法第二十条第二号の国土交通省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。

一 過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項に規定する過疎地域その他
の交通が著しく不便な地域において、当該地域の一部又は全部を営業区域とする一般旅客自動車運送事
業者による輸送が困難な場合

二 一時的な輸送需要量の増加が見込まれる地域において、当該地域の一部又は全部を営業区域とする
一般旅客自動車運送事業者による供給輸送力では当該増加に対応することが困難な場合

（法第二十条第二号の関係者）
第十八条の三
法第二十条第二号の国土交通省令で定める関係者は、地域公共交通会議又は協議会の構成員とする


